
イ非常時における多数の事業者間の連携や重要通信を効 T本施策の具体的方向性が明らかになり、平 ①第156回国会会期末 ；詞
果的に確保するシステムの具体的方向性」を確立するた 成15 年度施策r非常時における通信確保の 査研究、プログラム作成の
め、r電気通信事業における重要通信確保の在り方に開す ための情報伝達ネットワークの構築等」に反 実施

②平成15年末 ；シミュる研究会」を開催しているところ、年度内に報告書案を報道 映できた。
発表予定。 レーションの実施

③それ以降 ；詳細機能開
発、機能拡充への取組み

・「事業者における情報セキュリティ対策のレベルを的確に 事業者における情報セキュリティ対策の （9 第156回国会会期末 ；詳
判断するための評価手法」を確立するため、自己評価・診 レベルを的確に判断するための評価手法 細設計の実施
新システム（プロトタイプ）の試験運用を行った。 が明らかになった。 （診平成15年末 ；自己評

価 ・診断システムの運用
③それ以降 ；自己評価 ・
診断システムの運用

イ電気通信事業における情報セキュリティ対策の認定制 本制度を通じ、インターネット接続サー ①第156回国会会期末 ；認
度」として（社）テレコムサービス協会と（杜）日本インター ビス事業者のセキュリティ対策の向上等 定制度の実施
ネットプロバイダ協会とが共同して、情報セキュリティ及び に資することができた。 ②平成15年末 ；認定制度
利用者サービスの面から審査を行うインターネット接続サー の実施
ビス安全・安心マーク制度を平成14 年6 月に発足済み。 ③それ以降 ；認定制度の

実施

・r電気通信基盤充実臨時措置法に基づきセキュリティ施設本制度により、電気通信システムの信頼 ①第156回国会会期末 ；次
の導入を行う民間事業者への税制優遇措置等の支援」とし性向上施設の整備に対するインセンティ 年度の対象設備の投資予定
て平成5年度に創設された電気通信システムの信頼性を向 プが与えられてきたことにより、民間の 額等のヒアリング実施
上させる施設の整備を促進する「信頼性向上促進税制」の 電気通信事業者における信頼性向上に資 ②平成15年末 ；平成 1 5
延長（2年間）を平成15 年度税制改正で要求し、国税はr電 する施設整備の促進が図られた。 年度の事業認定の実施
子式回線切替装置」の措置が平成14 年度末までとなった ③それ以降 ；地方税証明
が、「コンピュータウィルス監視装置」の措置は汀ネットワー
ク化投資促進税制の対象設備として継続、地方税はr電子
式回線切替装置」、「非常用電源装置」、r高信頬管路設
備」の適用期間の2年間の延長が認められた。

の実施

・コンピュータウィルス等を収集・動態保存したデータベース ・平成 1 5 年度より施策を実施予定 ‾ ・平成15 年度より施策を実 （診平成 1 5 年度未までに、
とその研究のための模擬ネットワークによるテストベッドを
構築することにより、亜種の発生やそのネットワークへの影

施予定 テストベッドの試作を実
施。

響を予測・分析し、迅速なウイルス対策を行える研究開発
環境を整帝。 ③平成 1 7 年度までにテス
・平成15年度政府予算案rコンピュータウィルス等に開す トベッドを構築し、外部研
る研究基盤の構築」1．8億円 究者の利用体制、緊急対応

体制を整備。
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●　　　　　　　　　　　　●
世界最先端の I T 国家に向けて我が国の情報通信ネッ 14年度の論文数、特許申請件数、発表件 引き続き 「ネットワーク
トワーク全般のセキュリティの飛躍的向上を図るた 数、受賞件数は以下のとおり。 セキュリティ基盤技術の推
め、 「ネットワークセキュリティ基盤技術の推進」と ・論文数　　 82 進」として総合的で高度な
して、総合的で高度な研究開発を実施。 ・国内特許申請件数 46 研究開発を実施。
（平成15年度政府予算案　 26．0億円） ・海外特許申請件数 10

・国内発表件数 103
・海外発表件数　 12
・国内受賞件数　　 2
・海外受賞件数　 1

・次に掲げる施策を、関係機関等と連携を図りながら ①第156回国会会期末、
推進するとともに、来年度の実施にむけて必要な準備 ②平成15年末、及び

を実施中。
「ギガピットネットワーク技術の研究開発」 （予算予
定額 ：9．0億円）

③それ以降

・産学官連携による体制を
「ギガビットネットワーク利活用研究開発制度」 （予 確立し、研究開発を推進。
算予定額 ：1．1億円） なお、継続施策について
「超高速フォトニック・ネットワーク技術に関する研
究開発」 （予算予定額：16．5億円）
「テラピット級スーパーネットワークの開発」 （予算
予定額 ：8．1億円）
「量子情報通信技術の研究開発」 （予算予定額：2．8億
円）
「次世代G ISの実用化に向けた情報通信技術の研究開
発」 （予算予定額 ：2．9億円）

・平成15年度から次の施策の実施に向けて、研究開発
を推進するために必要な準備を実施中。
「タイムスタンプ ・プラットフォーム技術の研究開
発」 （予算予定額 ：2．7億円）

は、引き続き研究開発を推
進。

・「相互接続ネットワークにおけるVOIP実現のための VO IPにおける緊急 ・重要通信確保のため ①第156回国会会期末 ；ソ
研究開発」として、平成14年度末までに、VoIPにおけ の必要要件・方策の概要が明らかになっ

た。
フト開発等実証実験の準備

る緊急 ・重要通信の確保のための基本的な技術方式の ②平成15年末 ；実証実験
検討を行い、ソフトウエアの仕様を決定するととも の実施
に、関連する実験環境の整備を行った。 ③それ以降 ；実験結果の
・平成 1 5年度政府予算案 「相互接続ネットワークに
おけるVo I P 実現のための研究開発」 1． 6億円

公表、標準化への取組み

・非常時における情報伝達ネットワ「クの検討に資す 平成 1 5 年度施策のため成果なし。 ①第156回国会会期末 ；調
るため、調査研究及びこのネットワークの構築の検討 査研究、プログラム作成の
を行うシミュレーションを実施する予定。 実施
・平成 1 5年度政府予算案 「非常時における通信確保 ②平成15年末 ；シミュ
のための情報伝達ネットワークの構築等」0 ．8億円 レーションの実施

（診それ以降；詳細譲能開
発、機能拡充への取組み
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次に掲げる施策を、関係機関等と連携を図りながら推
進するとともに、来年度の実施にむけて必要な準備を
実施中。
「超高速フォトニック ・ネットワーク技術に関する研
究開発」 （予算予定額 ：16．5億円）
r量子情報通信技術の研究開発」 （予算予定額 ：2．8億
円）

①第156回国会会期末、
（診平成15年末、及び
③それ以降

・引き続き、産学官連携に
よる研究開発を推進。

（2 ）技術力戦略／産業 総務省 ・廿日に対して提案した、電気通信事業者における情報 引き続き、左記基準の標
力強化のための I T 化推 セキュリティマネジメント基準の標準化作業を実施。 準化作業を実施し、2004年
進
総務省及び関係府省は、
平成17年度までに世界長
高水準の高度情報通信

・2002年11月の汀U会合において、左富己基準について
2004年までに勧告化を図ることで合意。

までのけU勧告化を図る。

・世界最先端のインターネット環境の実現にむけ、 （獅

ネットワークを形成し、 Pv6利活用技術等のインターネットの利用基盤となる 14年度で構築したシステム
安全性 ・信頼性を確保す 技術の総合的な開発、実証を行うためのシステム構築 上で、引き続き実証実験を

る。 を実施。
（インターネット基盤技術の高度化 ：政府予算案　 7．5
億円）

・教育、地方行政、介護福祉など計6テーマに？い
て、IPv6やモバイル岬等の最先端のITを活用したシス
テムを構築し、これを利用した実証実験を実施中。
（平成14年度予算施策名 ：「インターネット基盤技術
の高度化」）

実施。 （15年度予算政府原
案7．5億円）

○新たな電波ニーズに適確に対応するため、電波の大 ・電波の利用状況の調査・公表制度に基づ ・電波再配分に係る給付金 ○電波再配分の方法等につ
規模かつ迅速な再配分の実現に向けた以下の取組を実
施。

・平成14年 1 月から「電波有効利用政策研究会」を開催

き、電気通信業務用固定局（4．5．6GHz帯1 制度について、平成15年度 いて、以下の電波の利用状
の利用状況について、平成14年11月から 中に結論を得た上で、所要 況の調査・公表に係る評価
調査を開始。 の制度整備を図る。 結果等も踏まえつつ、所要

し、同年12月、迅速かつ円滑な電波の再配分を実施す ・平成15年3月から、公開可能な無線局の－ の制度整備を図る。
るため、経済的な損失を受ける既存免許人に対する給 免許情報についてインターネットで公表 （か

・平成15年4月頃 ：電気通付金制度の導入等を提言する第一次報告書を取りまと するするなど、無線局に関する情報提供
め、現在、その具体化に向けて検討中。

・なお、電波の再配分計画の策定に資するため、電波
法を改正し（r電波法の一部を改正する法律 （平成14年
法律第38号）」）、電波の実際の利用状況を調査 ・公
表等する制度（電波の利用状況の調査・公表制度）を導入
したほか（平成14年10月31日施行）、無線局に関する情
報の提供制度を拡充した（平成15年3月17日施行）。

制度を拡充。 信業務用固定局 （4，5，6GH z
帯】の調査結果 ・評価案を
公表。以降、必要に応じて
二次調査等を実施し、評価
を行った上で、再配分計画
の策定を検討。
②、③

ト概ね3年を周期として、
周波数帯を3区分して、区
分ごとに調査を実施するこ
ととし、残りの周波数帯に
ついても、順次調査 ・評価
等を行い、必要に応じて再
配分計画を策定する。
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（2 ）技術力戦時／産業 総学省 ・平成15年度から次の施策の実施に向けて、研究開発 ①第156回国会会期末、
化支援

総合科学技術会議は、関
係省庁と協力し、高信頼

を推進するために必要な準備を実施中。
「ユビキタスネットワーク （何でもどこでもネット
ワーク）技術の研究開発」 （予算予定額 ：25億円）
「ネットワーク ・ヒューマン・インターフェースの総

（診平成15年末、及び
③それ以降

・産学官連携による体制を
ソフトウェア基盤開発プ 合的な研究開発」 （予算予定額 ：5．3億円） 確立し、研究開発を推進。
ログラム、次世代半導体 「次世代引Sの実用化に向けた情報通信技術の研究開 なお、継続施策について
技術等次代の産業基盤を
構築するプロジェクト
ベースの研究開発を推進
する。

発」 （予算予定額 ：2．9億円）

・次に掲げる施策を、関係機関等と連携を図りながら
推進するとともに、来年度の実施にむけて必要な準備
を実施中。
「量子情報通信技術の研究開発」 （予算予定額 ：2．8億
円）

は、引き続き研究開発を推
進。

（2 ）技術力戦略／産業 総務省 4 省連携施策として平成 1 5 年度政府予算案に盛り （訂第156回国会会期末
化支援 文部科学 込まれた。 4省連携施策として準天
総合科学技術会議は、 省 総務省としては予算施策名 「準天頂衛星システムの 頂衛星システム開発 ・利用
関係府省と協力し、高信
頼ソフトウェア基盤開発
プログラム、次世代半導
体技術等次代の産業基盤
を構築するプロジ土クト
ベースの研究開発を推進
する。

経済産業
省
国土交通
省

研究開発」によリ1 5 ． 0 億円が盛り込まれている。 推進協議会幹事会等におい
て、基本事業計画の策定等
を終了する。

②平成15年末
平成 1 5 年度の 「研究」
フェーズで概念設計を終了
する。

（諺それ以降
平成 1 6 年度の r開発研
究」フェーズで予備設計を
終了し、平成 1 7 年から
「開発」フェーズで基本 ・
詳細設計、衛星製作を行
い、平成 2 0 年度に実証衛
星を打ち上げ、実証実験を

（2）技術力戦略／産業 総務省 「アジア ・ブロードバンド衛星基盤技術の研究開発」 15年度には、研究開発環
化支援
総合科学技術会議、関係
府省が協力して、半導体
微細加工技術、燃料電池
やマイクロ電池、超微細
製造技術、光技術等ナノ
テク、 I T などを応用し
た基盤的技術の開発や普
及を産学官で重点的に推
進する。

（平成15年度政府予算案　 5．4億円） 境を整え、国内外の研究機
関と調整を進めた上、 l P

V 6 対応の大規模マルチ
キャスト技術及び動的帯域
割当 ・管理技術についての
研究開発を行う。
平成17年度までに上記技
術の標準化を目指す。

政策目標A・総務省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page13



（2）技術力戦略／知的 総務省 ・ rブロードバンド・コンテンツの制作 ・流通の促 ・民間企業等の参画を得て、実証実験体 ・メタデータ技術等のコン（訃第156回国会会期末
財産権の保護 ・活用 進」の一環として民間企秦等が参加する実験協議会等 制を確立。 テンツのネットワーク流通 ・平成 1 5 年度における具
我が国の国際競争力を強 との連携により、次の実証実験を実施。平成 1 5 年度 ・コンテンツのネットワーク流通を円滑 を円滑化する技術の確立。 体的な開発 ・実証内容を検
化し、経済を活性化して における継続実施に向けて予算要求 （政府予算案 ：1 化するための基盤技術のうちメタデータ ・権利処理ルール等の整備 討し、調達等所要の準備を
いくために、知的財産戦 9 億円の内数）。 交換フレームワーク技術等を確立。 に関する実験参加企業等の 実施。
略会議が取りまとめる知 ①放送コンテンツ等の権利処理システムの開発 ・実証 ・教育用コンテンツ流通プラットフォー 間での合意形成。 ②平成15年末
的財産戦略大綱に基づ ②教育用コンテンツ流通プラットフォームの開発 ・実

証
ムと民間事業者等との相互接続を完了。 ・多様なコンテンツ ・サー

き、平成 1 7 年度まで ビスの実証実験を実フィー
に、関係府省は、迅速か ・「アーカイブコンテンツのネットワーク利活用の促 ルド上で展開し、メタデー
つ的確な特許審査や司法 進」の平成 1 5 年度からの新規実施に向けて予算要求 夕技術及び各システム間の
制度のあり方、知的財産
の創造 ・流通 ・活用の推
進、知的財産権侵害晶に
対する国境措置の強化等
の課題について、集中
的 ・計画的に取り組む。

（政府予算案 ：1億円）。 インターフェイス等コンテ
ンツのネットワーク流通を
円滑化する技術を確立。

・実証実験を通じて民間で
の権利処理ルール等の整備
を支援。
③それ以降

・実証実験をさらに推進
し、コンテンツの制作 ・流
通のための環境整備を推
進。

・実証実験が終了したもの
については、その成果の普
’賂＿

（2）技術力戦略／ （新 総務省 ・産学問の技術移転に資する大学等と共同で行う研究 平成15年3月より　r I T ベ
しい産学官連携の推進） 開発を含む先進的な技術の研究開発を行う情報通信分 ンチャー研究会」を開催
・文部科学省、経済産業 野のベンチャー企業等に対し、研究開発経費の一部を し、助成制度を含めた資金
省及び関係府省は、事業 助成。 提供スキームの在り方等に
化支援や起業家育成 （イ
ンキュベーション）事業
の充実等により 「大学発
ベンチャー1 0 0 0 社計
画」を推進する （平成 1
4 年度以降 3カ年）。

・更なる産学問の技術移転を促進するため、 「新たな
通信 ・放送事業分野開拓のための先進的技術開発支援
（テレコム ・インキュベーション）」として平成15年
度政府予算案2．3億円となった。

・平成14年度当初予算において申請件数59件中8件を交
付決定 （予算額1．5億円）、平成14年度補正予算にお
いて申請件数121件を審査中 （予算額7．8億円）。

ついて検討を行う。
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（2 ）人間力戦略／挑戦者 軍務省 ・総務省、国土交通省、厚生労働省、経済産業省は連 現在進めている 「テレワー 「テレワーク ・S O H O の
支援 携して、 「テレワーク・S O H O の推進による地域活 ク ・S O H O の推進による 推進による地域活性化のた
総務省、厚生労働省、経 性化のための総合的支援方策検討調査」を実施し、テ 地域活性化のための総合的 めの総合的支援方策検討詞
済産業省、国土交通省は レワーク推進のための総合的な支援方策を検討してい

る。

・総務省において rSOHOのグローバル活動を通じた地

支援方策検討調査」の結果 査」の結果分析とテレワー
連携して、平成 1 4 年度 等を踏まえて、総務省、厚 ク推進上の課題、支援のあ
から、情報通信環境の高 生労働省、経済産業省、国 リ方等をまとめ、シンポジ
度化、地域コミュニティ 域活性化に関する検討委員会」を開催し、地域におけ 土交通省は連携して、テレ ウムで公表予定。
形成、ビジネス環境整 るビジネスをはじめ様々な分野で先導的な役割を果た ワークを推進する上での課 また、総務省は 「SOHOのグ
偏、就業条件の確保等を しているSOHOの実態、またそれを支えるSOHOの支援団 題と総合的な支援方策につ ローパル活動を通じた地域
通じて、テレワーク ・
SOHOなど多様な働き方を
支援する。

体の活動についての調査を実施した。 いて検討していくことが必
要である。‾
また、現在進めている
rSOHOのグローバル活動を
通じた地域活性化に関する
検討委員会」の結果等を踏
まえて、先導的な役割を果
たしているSOHOの分析及び
SOHOを支える支援団体の現
状と課題を明らかにするこ
とで、SOHOがその能力を最
大限に活用して、地域社会
に定着し、地域活性化に寄
与するような支援方策につ
いて検討していくことが課
題である。

活性化に関する検討委員
会」において、グローバリ
ゼーションの進展のもとで
の先導的なSOH0の実態調
査、及びSOHOのための支援
組織の現状と課題に関する
調査結果について年度内に
議論して、平成 1 5 年度予
算で実施する 「テレワー
ク・SOHOの推進に関する調
査研究」など、施策の検討
に反映させる。

（2）技術力戦略／戦略 総務省 ・平成 1 4 年度より競争的資金である 「戦略的情報通 ①②③引き続き、当制度の
分野への選択と集中 信研究開発推進制度」を創設。科学技術基本計画等を 一層の拡充を図るととも
総合科学技術会議は、開 踏まえ、競争的資金の拡充を実施 （平成 1 4 年度 1 に、知的財産の基礎となる
係府省と協力して、基礎 3 ．5 億円　 →　 平成 1 5 年度政府予算案 2 2 ． 5 億 研究成果や経済を支える革
研究を重視するととも 円）。 新的技術などのプレークス
に、科学研究費補助金等 ・国の研究開発評価に関する大綱的指針及び総務省情 ルーをもたらす基礎研究に
の競争的資金の割合を拡 報通信研究評価実施指針を踏まえ、採択時における評 ついても推進していく。ま
大する。また、競争的資 価では外部専門家によるピアレビュー （一次審査）と た、より一層適切な評価者
金の成果について厳正な 外部専門家 ・外部有識者で構成された評価委員会によ の選任に活用するため、評
評価を行うなど、制度改 る評価 （二次審査）で構成される二段階評価を実施。 価者情報等を登録したデー
革を推進する。 ・平成 1 4 年度においては応募総数 3 5 2 件の内、4

5 件を委託研究課題として採択。
タペースを整備する予定。
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ホ ．そ の他 の制 度 改 革 ‾

（1）人間力戦略／個性 総務省 ’1 ・「ブロードバンド・コンテンツの制作 ・流通の促 ニ・セキュリティの確保、認証、ネット ・民間事業者の教育コン ①第156回国会会期末
ある人間教育 進」の一環として平成 1 5 年度予算を継続要求中 ワーク等の機能を提供する教育用コンテ テンヅが、自治体のネッ ・教育現場における教育
文部科学省は、総務省、 （政府予算案 1 9 億円の内数） ンツ流通プラットフォームの実証実験シ トワークを通じて安全 ・ 用ネットワークコンテン
経済産業省と協力し、 ・セキュリティの確保、認証、ネットワーク等の機 ステム調達を完了　　　　　　　　　 ・確実に教育現場に流通 ツの活用実証実験
ネットワークを活用した 能を提供する教育用コンテンツ流通プラットフォー 上記システムと、アクセス制御、課金等 し、効果的に活用される （診平成15年末
教育用コンテンツの開
発 ・充実、流通促進を通
じ、教育の多様化‘・活性
化を図る。

ムの実証実験システム調達を完了 め機能を提供する民間プラットフォーム ために必要な教育用コン ・民間事業者の教育コン
・上記システムと∴民間プラットフォーム事業者、 事業者や、検索機能を提供する教育情報 テンツのメタデータ （※ テンツが、自治体のネッ
自治体のシステムとの相互接続実証実験を完了 ナショナルセンターのシステム等との柏 1）及び各システム間の トワヤクを通じて安全 ・

互接続実証実験を完了し、分散環境にお インターフェイス （※ 確実に教育現場に流通
いても各機能が有機的に連携することを 2）を確立 （※ 3） し、効果的に活用される
確認

・2 0 社以上の教育ソフトウェア会社、

（※ 1）タイ トル、内 ために必要な教育用コン
容、権利者名、利用条 テンツのメタデータ及び

2 社の民間プラットフォーム事業者との 件、対象学年、教育指導 各システム間のインター
参加 ・連携を達成 要領上の該当項目といっ

たコンテンツの属性情報
（※ 2 ）異なる機能をも

つ各システムを有権的に
連携させるためのプログ
ラム
（※ 3 ）これにより、教
育用コンテンツ流通に関
わる民間事業者のための
オープンな参入環境の整
備に資する

フェイスの確立
③それ以降

・教育用コンテンツの流
通を促進するための実証
実験の成果の普及

‖　 人間力戦略／個性の総務省 地域の教育等の高度化を実現するため、学校、図菩 平成15年2月までに約6，500校の学校を高 「e －Japan重点計画－2
ある人間教育 館、公民館∴市役所などを高速 ・超高速で接続する地 速のネットワークで整備。 0 0 2 」で掲げられた、 2
文部科学省は、 I T 国民 域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体等 0 0 5 年度までの概ねすべ
皆教育戦略として、義務 を支援しているところ。 ての公立小中高等学校等の
教育における l T を活用 ○平成14年度補正予算 高速インターネット常時接
した情報教育を平成 1 4 ・地域イントラネット基盤施設整備事業　 2 4 ，3 6

5 百万円

・新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業 1 0 ，0
0 0 百万円

続を目指して、引き続き、
年度から推進する。ま 地域イントラネット施設 ・
た、総務省及び文部科学
省は、平成 1 7 年度まで

基盤整備事業等により、学
校の I T 環境の整備に取り

に公立小中高等学校等の
全教室がインターネット
に接続できるようにする
など、学校の I T 環境の
整備を進める。

○平成15年度政府予算案

・地域イントラネット基盤施設整備事業　 3 ，9 6 3
百万円

・地域公共ネットワーク基盤整備事業　　 2 ，0 4 2
百万円

・新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業　 2 ，1 0
7 百万円

組んでいく予定。
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経営力戦略／規制改革や ．総務省 ・電気通信事業分野における競争の枠組みについて、 ①改正電気通信事業法の成
政府活動の効率化を通じ
た高コスト構造の是正

総務省は、電気通信事業
者の多様な事業展開を促
すため、電気通信事業法
における一種 ・二桂の事
業区分を廃止する等競争
の枠組みについて見直
し、平成 1 4 年度中に結
至念右捜ス

現行の一種 ・二桂の事業区分の廃止を含む電気通信事
業法の改正法案を第156回国会に提出。

立、公布

③改正電気通信事業法の施
行

（4 ）産業発掘力戦略 吟務省 ・「消防用設備等の新技術の導入促進のための消防法 新技術等を用いた新たな消 ①性能規定化を内容とする
関係本部、会議及び府省 令の性能規定化」について消防審議会 （平成 1 4 年 1 防設備等が必要な性能を有 消防法改正法案を第 1 5 6
は、環境 ・エネルギー、 2 月）において答申。 していることを速やかに権 回通常国会に提出予定
情報家電 ・ブロードパン ・消防法令への性能規定の導入については、その検討 認するために、消防用設備 ②各種防火対象物の構造 ・

ド、 I T 、健康 ・バイオ にあたって、学識経験者、消防機関の代表者、関係省 等が求める性能を整理する 用途 ・規模等を分析しモデ

テクノロジー、ナノテク 庁からなる検討会を開催している。 とともにその検証法を定め ル化するにあたり、多様な

ノロジー ・材料の4 分野 ・「総合防火安全対策の開発調査検討 （消防総合プロ ることが必要。 用途の防火対象物に対応す

の技術開発、知的財産 ・ ジェクト）委員会 （平成 1 1 ～ 1 3 年度）において、 るためのデータ収集を目的

標準化、市場化等を内容 消防用設備等性能規定化を視野に入れ、防火対象物の とした実験等の実施

とする戦略を平成 1 4 年 防火安全性を確保するために必要な性能について整理 （致命を踏まえ消防用設備等

度に策定し、内閣官房が し、総合的な防火安全設計法のフレームワークを確 こ必要な性能を客観的に検
これをとりまとめる。 立。

・平成14年度補正予算に技術基準の性能規定化の推進
のため191百万円を計上。

証 ・評価すための手法を確
立させる。

（4）産業発掘力戦略 ●総務省 ・燃料電池実用化に対応した防火安全対策の調査研究 ・燃料電池というこれまで 燃料電池については、検討
燃料電池については、内 ※経済産 に要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に1 1 8 に例のない最新技術を活用 会において、各種実証実験
闇官房及び関係府省は、 業省　く経 百万円を計上。 した施設に関する安全対策 を含む検討 ・検証を行い、
平成 1 7 年を目処に安全 済産業省 ・燃料電池自動車実用化に係る水素スタンド等の安全 を速やかに確立するため、 平成 1 －7年初期までに所要
性の確保を前提としつ は、水素 対策に要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に85 産官学の連携により効果的 の安全基準を整備する予

つ、包括的な規制の再点 スタンド 百万円）を計上。 かつ効率的に調査検討を実 定。
検を行う。また、関係府
省は、燃料電池自動車、
住宅用燃料電池の開発 ・
普及を推進する。

に係る高
圧ガス保
安法上等
の安全対
策を担
当）

・「燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会議」にお
ける議論を踏まえ、学識経験者等から構成される検討
会を立ち上げ、今後の進め方について議論を行った。

施していくことが必要。
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（4 ）産業発掘力戦略 ●総務省 ・燃料電池実用化に対応した防火安全対策の調査研究 ・燃料電池というこれまで 燃料電池については、検討
燃料電池については、内 ※経済産 に要する経費と－して、平成 1 4 年度補正予算に1 1 8 に例のない最新技術を活用 会において、各種実証実験
閤官房及び関係府省は、 業省 （経 百万円を計上。 した施卸 こ関する安全対策 を含む検討 ・検証を行い、
平成 1 7 年を目処に安全 済産業省 ・燃料電池自動車実用化に係る水素スタンド等の安全 を速やかに確立するため、 平成 1 7 年初期までに所要
性の確保を前提としつ は、水素 対策に要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に86 産官学の連携により効果的 の安全基準を整備する予
つ、包括的な規制の再点 スタンド 百万円）を計上。 かつ効率的に調査検討を実 定。
榛を行う。また、関係府
省は、燃料電池自動車、
住宅用燃料電池の開発 ・
普及を推進する。

に係る高
圧ガス保
安法上等
の安全対
策を担
当）

・「燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会議」にお
ける議論を踏まえ、学識経験者等から構成される検討
会を立ち上げ、今後の進め方について議論を行った。

施していくことが必要。

（4 ）産業発掘戦略／文 総務省 ・情報通信分野の専門的な知識及び技能を有する人材 ・現在 1 5 2 件の研修事業が実施中であ e－J a p a n 重点計画 2 0 ・平成 1 5 年度予算におい
化 ・スポーツ ・健康等の を育成する情報通信人材研修事業支援制度により、平 リ、，今年度内に約 6 ，8 0 0 人の I T 分 0 2 において、2 0 0 5 年 ては、引き続き I T 分野の
産業化 成 1 4 年度は、 1 5 2 件の研修事業が採択された。 野の専門的な人材が育成される見込み。 度までに約 1万2 0 0 0 人 専門的な人材の育成を支援
関係府省は、平成 1 4 年 ・情報通信人材研修事業支援制度、平成 1 5 年度政府 の t T 分野の技術者を育成 するとともに、 I T ピジネ
度から、人材育成、映像 予算案4 ．9 8 億円 することとしており、この スモデル指定に係る情報通
やコンテンツの流通市場 （高度 I T 人材育成センター開設支援事業、平成 1 4 目標を達成するため、引き 信人材研修事業の助成金の
の構築、知的財産権保護
等の推進を通じて、ゲー
ムソフト、アニメーショ
ン、放送ソフト等コンテ
ンツ産業を育成する。

年度補正予算 6億円） 続き積極的に取り組んでい
く。

上限を 1 ，0 0 0 万円に引
き上げた （通常の上限は5
0 0 万円）。
・平成 1 6 年度以降も専門
的な人材の育成を積極的に
支援していく。

八．税制改革

（2）技術力戦略 ●総務省 ・燃料電池実用化に対応した防火安全対策の調査研究 ・燃料電池というこれまで 燃料電池については、検討
総合科学技術会読、関係 ※経済産 に要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に1 1 8 に例のない最新技術を活用 会において、各種実証実験
府省が協力して、半導体 某省 （経 百万円を計上。 した施設に関する安全対策 を含む検討・検証を行い、
微細加工技術、燃料電池 済産業省 ・燃料電池自動車実用化に係る水素スタンド等の安全 を速やかに確立するため、 平成 1 7 年初期までに所要
やマイクロ電池、超微細 は、水素 対策に要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に86 産官学の連携により効果的 の安全基準を整備する予
製造技術、光技術等ナノ スタンド 百万円）を計上。 かつ効率的に調査検討を実 定。
テク、 I T などを応用し
た基盤技術の開発や普及
を産学官で重点的に推進
する．

に係る高
圧ガス保
安法上等
の安全対
策を担
当）

・「燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会議」にお
ける議論を踏まえ、学識経験者等から構成される検討
会を立ち上げ、今後の進め方について詩論を行った。

施していくことが必要。

経営力戦略／規制改革や ・電力会社等がその保有する光ファイバーを開放して

≡　　　ハ　ハ　　　　t　　　…　　　　　　l　■　　　　　　こ・・り＝

①改正電気通信事業法の成
政府活動の効率化を通じ′
た高コスト構造の是正

関係府省は、平成14年
度、電力会社、鉄道事業
者、国、地方自治体が保
有する未利用光ファイ
バーの一層の開放を促
し、より自由な設備や
サービスの提供を行える
ような環境整備をする。

サービスの提供を行うためには、電気通信事業法に基
づく第一桂電気通信事業の許可を受けることが必要と
されているが、現行の電気通信事業法における一種 ・
二桂の事業区分の廃止及びこれに伴う一種事業に係る
許可制の廃止を含む電気通信事業法の改正法案を第155
回国会に提出。

l題鍋．師＝コ博′ヽ‾軒かィ．力

立、公布

③改正電気通信事業法の施
行
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（4）産業発掘力戦略 確務省 ・「消防用設備等の新技術の導入促進のための消防法 新技術等を用いた新たな消 （9性能規定化を内容とする
関係本部、会議及び府省 令の性能規定化」について消防審議会 （平成 1 4 年 1 防設備等が必要な性能を有 消防法改正法案を第 1 5 6
ま、環境 ・エネルギー、 2 月）において答申。 していることを速やかに確 回通常国会に提出予定
情報家電 ・ブロードパン ・消防法令への性能規定の導入については、その検討 認するために、消防用設備 （む各種防火対象物の構造 ・

ド、 I T 、健康 ・バイオ こあたって、学識経験者、消防機関の代表者、関係省 等が求める性能を整理する 用途 ・規模等を分析しモデ

テクノロジー、ナノテク 庁からなる検討会を開催している。 とともにその検証法を定め ル化するにあたり、多様な

ノロジー ・材料の4 分野 ・「総合防火安全対策の開発調査検討 （消防総合プロ ることが必要。 用途の防火対象物に対応す

の技術開発、知的財産 ・ ジェクト）委員会 （平成 1 1 ～ 1 3 年度）において、 るためのデータ収集を目的

標準化、市場化等を内容 消防用設備等性能規定化を視野に入れ、肪火対象物の とした実験等の実施
とする戦略を平成 1 4 年 防火安全性を確保するために必要な性能について整理 ③②を踏まえ消防用設備等

度に策定し、内閣官房が し、総合的な防火安全設計法のフレームワークを確 に必要な性能を客観的に検

これをとりまとめる。 立。

・平成14年度補正予算に技術基準の性能規定化の推進
のため191百万円を計上。

証 ・評価すための手法を確
立させる。

（4）産業発掘戦略　 ／ ・地上放送のデジタル化投資の円滑化を図るため、高 ・関東 ・中京 ・近畿広域圏においては ① ・（診・③ （共通）
技術革新が拓く2 1 世紀 度テレビジョン放送施設整備促進臨時措置法 （平成11 15年12月の地上デジタルテレビジョン放 三大広域圏において地上
の新たな需要 年法律第63号）第4条第1項に基づき、平成15年3月17日 送の開始に向けて、広域圏局全13社が高 デジタルテレビジョン放送
総務省は、平成14年度か 現在、61社を認定した。 度テレビジョン放送施設整備促進臨時措 が計画通り15年12月に開始
ら、家庭の I T 革命を支 認定事業者は税制 ・金融上の支援措置を受けること 置法に基づく認定を受け、その他地域に するよう取り組み、18年末
える基盤である放送のデ が可能。 おいても18年末の地上デジタルテレビ のその他地域における地上
ジタル化を推進し、家庭 ジョン放送の開始に向けて、48社 （平成 デジタルテレビジョン放送

から簡便に利用できるテ 15年3月17日現在）が認定を受け、各放送 の開始に向けて、引き続き
レビ連動型電子商取引等 事業者とも地上放送施設のデジタル化を その他地域の放送事業者の

様々な I T ビジネスの創
出を促進する。

順次進めているところである。 高度テレビジョン放送施設
整備促進臨時措置法に基づ
く認定を行っていく。

・平成15年度税制改正要望において、地上放送施設テ ・国税及び無利子 ・低利融資において ①、Q）、Q）（共通）
ジタル化促進税制 （国税）及び社会資本整備法に基づ 対象設備の範囲が地方税と同様に、親 三大広域圏においては15
く無利子 ・低利融資制度の対象設備に、デジタル副詞 局 ・中継局にまで広がり、放送事業者の 年12月、その他地域におい
整設備、デジタル送受信装置の追加がそれぞれ認めら
れた。

放送施設デジタル化に係る投資負担の－ ては18年末の地上デジタル
層の軽減が図られ、15年度以降デジタル テレビジョン放送の開始に

また、地上放送施設デジタル化促進に係る課税標準 化投資がより円滑に進むものと期待され 向けて、引き続き、放送事
の特例措置 （地方税）の適用期限の延長が認められ
た。

る。 業者に対して税制及び金融
上の支援措置の活用を促
し、地上放送のデジタル化
投資の一層の円滑化を図っ
ていく。

政策目標A・総務省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page7



（2）技術力戦略 ●総務省 ・燃料電池実用化に対応した防火安全対策の調査研究 ・燃料電池というこれまで 燃料電池については、検討
総合科学技術会議、関係 ※趣済産 こ要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に 1 1 8 に例のない最新技術を活用 会において、各種実証実験
府省が協力して、半導体 業省 （経 百万円を計上。 した施設に関する安全対策 を含む検討 ・検証を行い、
微細加工技術、燃料電池 済産業省 ・燃料電池自動車実用化に係る水素スタンド等の安全 を速やかに確立するため、 平成 1 7 年初期までに所要
やマイクロ電池、超微細 は、水素 対策に要する経費として、平成 1 4 年度補正予算に86 産官学の連携により効果的 の安全基準を整備する予

定。製造技術、光技術等ナノ スタンド 百万円）を計上。 かつ効率的に調査検討を実
テク、 I T などを応用し
た基盤技術の開発や普及
を産学官で重点的に推進
する。

に係る高
圧ガス保
安法上等
の安全対
策を担
当）

・「燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会議」にお
ける議論を踏まえ、学識経験者等から構成される検討
会を立ち上げ、今後の進め方について詩論を行った。

施していくことが必要。

（2）技術力戦略／知的 総務省 ・情報通信分野の専門的な知識及び技能を有する人材 ・現在 1 5 2 件の研修事業が実施中であ e－J a p a n 重点計画 2 0 ・平成 1 5 年度予算におい
財産権の保護 ・活用 を育成する情報通信人材研修事業支援制度により、平 リ、今年度内に約 6 ，8 0 0 人の I T 分 0 2 において、2 0 0 5 年 ては、引き続き I T 分野の
我が国の国際競争力を強 成 1 4 年度は、1 5 2 件の研修事業が採択された。 野の専門的な人材が育成される見込み。 度までに約 1万 2 0 0 0 人 専門的な人材の育成を支援
化し、経済を活性化して ・情報通信人材研修事業支援制度、平成 1 5 年度政府 の I T 分野の技術者を育成 するとともに、 I T ピジネ
いくために、知的財産戦
略会議が取りまとめる知
的財産戦略大網に基づ

予算案 4 ．9 8 億円

（高度 I T 人材育成センター開設支援事業、平成 1 4

することとしており、この
目標を達成するため、引き
続き積極的に取り組んでい

スモデル指定に係る情報通
信人材研修事業の助成金の
上限を 1， 0 0 0 万円に引

き、平成 1 7 年度まで
に、関係府省は、迅速か
つ的確な特許審査審査や
司法制度のあり方、知的
財産の創造 ・流通 ・活用
の促進、知的財産権侵害
品に対する国境措置の強
化等の課題について、集
中的・計画的に取り組

年度補正予算 6億円） く。 き上げた （通常の上限は 5
0 0：万円）。
・平成 1 6 年度以降も専門
的な人材の育成を積極的に
支援していく。

（3 ）経営力戦略／ （起 総務省 通信 ・放送権構のホームページ上にある 「情報通信ベ 「インターネット （バー 引き続き、情報通信ペン
業の促進 ・廃業における ンチャー支援センター」に、各省庁、特殊法人、認可 チヤル）の場」の支援 （情 チャー交流ネットワーク等
障害の除去） 法人、地方公共団体、公益法人などの支援情報を 「ワ 報通信ベンチャー交流ネッ の充実を図る。また、平成
・総務省、経済産業省、 ンストップで一発検索」できる機能を追加 （平成14年7 トワーク）と 「リアル ・（現 15年3月より　r t T ペン
国土交通省は、協力し 月）するとともに、ベンチャー企業や大企業等の情報 実）の場」の支援 （各種勉 チャー研究会」を開催し、
て、平成 1 4 年度から、 交換 ・交流を可能とするため、同サイト上に 「情報通 強会、ビジネスプラン発表 情報交流や人材のマッチン
全国規模での創業 ・起業 信ベンチャー交流ネットワーク」を開設した （平成14 会等）を好連携させながら グの促進策等について検討
のため、経営、技術、法
律等の専門知識、行政関
連情報等がインターネッ
トの活用によりワンス
トップで提供されるとと
もに、企業相互の情報交
流を促進する情報サイト
等の拡充 ・創設を図る。
また、経済産業省は、平
成 1 5年度から、創業 ・
ベンチャー及び中小企業
のニーズに合わせ、大企
業や国の研究機関O B 等
の高度人材が有する経営
ノウハウー技術をマッチ
ングさせる仕組みを検討
する。

年11月）。 「情報通信ベンチャー交流ネットワーク」
等を更に充実させるため、 「情報通信分野のベン
チャー企業支援」のうち、情報通信ベンチャー支援セ
ンター関連で平成15年度政府予算案0．9億円となった。

実施していく必要がある。 を行う。
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